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本書面では、本件訴訟の重要争点である、福島県県民健康調査における小児甲状腺

がんの多検出の原因について、国際的な査読誌である En苗 ronmental Health誌 上の

科学的な議論状況を紹介し、小児甲状腺がんについては、超音波エコーによる甲状腺

スクリーニングをすることによって過剰診断という事態が生じるとの主張に科学的

な根拠がないこと、その根拠として環境省等によってしばしば引用されている (例え

ば、乙全 16・ 133頁 )IARC技 術報告書 NO.46や SHAMISENコ ンソーシ

アムによる総説論文は、重要な研究報告を無視し、福島県県民健康調査における甲状

腺検査のプロトコル等についての正しい情報に基づかない推測が述べられているに

過ざないこと、小児甲状腺がんに過剰診断が生じる根拠とされている VaccareHaの

二つの論文には科学的根拠が示されてはいないこと等を概説する。
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第 1 多検出の原因に関する被告の主張について

1 多検出の原因に関する被告の主張

本件では、福島第一原発事故後に取 り組まれた福島県県民健康調査における

震災時福島県内に居住していた概ね 18歳未満の県民を対象とした甲状腺検査

において、事故前に把握されていた小児甲状腺がんの罹患統計などから推定さ

れる有病数に比べて多くの小児甲状腺がんが検出されていることには争いがな

い 。

原告ら第 15準備書面でも述べたとおり、原告らは、この小児甲状腺がんの

多検出 (乃至は有病率の数十倍の上昇)は、本件事故によって放出された放射

性ヨウ素の曝露が原因となった多発であるとして因果関係を主張している。

これに対し、被告は、この多検出について、罹患統計は患者の主訴と個々の

診断に基づいて確認される数値であり、一斉検査である県民健康調査の結果の

有病数と単純に比較することはできず、小児甲状腺がんの増加はないと主張し

(被告準備書面 (2)・ 32頁以下 )、 「世界的にも認められる甲状腺がんの検

出増加の実情からも、人が放射線被ばくと関係なく、臨床的に発見されないよ

うな甲状腺がん (潜在がん)を有していることが多いという特徴がある。」とし、

国際がん研究機関 (IARC)の国際専門家グループが、 2018年 9月 に公表

したレポー ト (IARC技 術報告書 No.46)に基づく提言 (乙全 42)を 引用し

て、「甲状腺がんでは、無症状の人々が多く存在するため、甲状腺集団スクリー

ニングは、将来発生するであろうがんだけでなく、スクリーニングがなければ

診断されなかったであろうがんや、患者の生存期間中に発症したり死亡の原因

となったりしないであろうがんまで検出する」と述べる (被告準備書面 (1)・

74頁 )。 そして、さらに、UNSCEARの 2020/2021年 福島報告書

が、「被ばくした小児において検出される甲状腺がんの症例数の予測に対する大

幅な増加は、放射線被ばくの結果ではないと考えている。むしろ、それらは、

団において以前は超高感度の検診手技が、人口
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異常の有病症例を明らかにした結果である」 (乙全 4・ 100頁 ・ q)と してい

ることを引用し (被告準備書面 (1)・ 76頁 )、 「甲状腺がんは、その多くが生

のまま さ ない  『 の

が上昇するほど発見頻度も増加し、結 として罹患数が増加するという関係に

ある」、「福島県県民健康調査の実施によって、本件事故後に甲状腺がんの『検

出』が増加したこととしても、その『発生』が増加したことを意味するものと

は評価できない」と述べている (被告準備書面 (1)・ 105頁 )。

被告の主張の誤り

しかし、「超高感度の検診手技」のために甲状腺がん (これは単なる結節や嚢

胞ではなく、悪性のがんを指す)が多数検出されたとの主張は、既に原告ら第

18準備書面 14頁以下で述べたように、チェルノブイリでは、被ばくしてい

ない子どもでは、超音波エコーによる甲状腺スクリーニングで小児甲状腺がん

はほとんど検出されなかったという科学的証拠が、柴田義貞らの論文 (甲全 1

52、 171)を 始めとし、ベラルーシ 。スクリーニングプログラム (甲全 2

09)や ITOら の研究 (甲全 210)な ど、複数あることに反 している。超

音波エコーによるスクリーニング検査を実際に実行しても、放射線被ばくをし

ていない集団から小児甲状腺がんが多数検出されることは無かったことを報告

する重要な研究論文が存在するのである。実際、これらの研究結果は、放射線

被ばくの影響に関心を持つ多くの人々に、画期的な意味を持つものとして認識

され、チェルノブイリ事故後にも議論されていたスクリーニング効果説を否定

する重要な役割を果たした。

これらの科学的証拠は極めて重要であるにもかかわらず、後述する IARC

技術報告書 No.46や SHAMISEN総 説論文は、これらの科学的証拠を検討

対象から除外 しており、引用文献としていない (甲全 245)。 重要な科学的証

拠を無視したままの推論は、結論を誤ることが自明である。

また、「超高感度の検診手技」のために甲状腺がんが多数検出されたとの主張
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は、福島県県民健康調査において実際に行われている 2次検査以降の絞り込み

の過程を考慮に入れていない点でも誤っている (甲全 249)。 そもそも、UN

SCEAR報 告書は 「超高感度の検査手技」力ゞ問題だと述べているが、過剰診

断問題は、「超高感度」ではなく「低特異度」の問題であり、誤った専門用語が

使用されている。そして、このUNSCEAR報 告書の表現は、県民健康調査

では、 1次検査では感度を高めて対象者を拡げることで見落としを防ざ、 2次

検査で数か月にわたる慎重な追跡を経て、最終的に穿刺吸引細胞診を実施する

ことで特異度の高い診断がなされていることを全く理解していない的外れな評

価である。

本準備書面では、スクリーニングによる過剰診断論を支える根拠 (乙全 1

6・ 133頁 参照)と されている IARC技 術報告書 No.461や、これと密接に

関連するSHAMISENプ ロジェク トによる勧告 (甲全 167)お よび SH

AMISEN総 説論文2が、疫学を誤用させるものであり誤りであることについ

て、現在、Environmental Health誌 という学術誌上で展開されている科学的議

論を参照しつつ、論じる。

第 2 科学的な論争のあり方について

1 科学的な論争に関する信用性の評価

被告は、UNSCEARは 、「放射線の健康影響科学の分野において国際的に

最も権威を有する機関である」とし、「本件訴訟においても、その報告書にとり

まとめられた科学的知見が判断の基礎とされるべきである」 (被告準備書面

(1)・ 33頁)等と主張している。

l httpsi//1町 lw.env.goo ip/cOntent/900406513.pdf

2 Enora C10ro et al, : Lessons learned from Chernobyl and Fukushima on thyroid cancer

screening and recommendations in case of a future nuclear accident, Enwironment

lnternational, Volume 146,  January 2021,  106230

httpsi//wヽlrll,SCiencedirect.com/science/article/pli/S016041202032185
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しかし、UNSCEARは 「放射線の健康影響科学の分野において国際的に

最も権威を有する機関」とは言えないというだけでなく、そもそも、科学的な

正しさを追究する議論、論争のあり方に照らせば、国際的な権威を有するか否

かを問題とすること自体が的外れである。

科学的な結論の妥当性は、新たな実験や観察等の研究活動を通じて、不断に

見直されるべきことが予定されたものと言える。例えば、原告らは、原告ら第

20準備書面において、被告が、 16年以上前の ICRP2007年 勧告が作

成された時点でバ照することができたLSS研究によるデータの当時の検出力

の問題でしかないICRP2007年 勧告 (付属書A86)の 記述を根拠に、

「疫学的な研究によって 10 0mSv以下の低線量被ばくによる健康影響は確認

されていないというのが国際的な科学界のコンセンサスである」などと言い統

けていることを批判し、最新のLSS研究のデータを用いたGrantら の論

文によっても (甲全 235)、 より大規模な研究となった最新のINWORKS

2023年研究報告 (甲全236)に よっても、もはや、 100mSv以 下の

低線量被ばくによって統計的に有意な健康影響 (図形がんの罹患やがん死亡)

が生じていることが報告されていることを紹介した。

民事訴訟においても、科学的な議論、論争については、国際的な組織による

報告書であれば権威があり、信用できると安易に評価するのではなく、科学の

世界で実際に行われている議論の状況を参照しながら、根拠となるエビデンス

に支えられた意見であるか等に基づき、主張の信用性が判断されるのでなけれ

ばならない。

2 査読を経た論文掲載と「Letter to the Editor」 や「Cottent」 を通じた論争

その際、か考とされるべきは、科学者の間で現に行われている科学的な議

論、論争である。

神戸大学の山内知也教授は、「小児甲状腺がんについてUNSCEAR201

6年白書が言及しないこと一非科学的な枠組みを問う」と題する論考 (甲全 1
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02)に おいて、UNSCEARに よる議論の枠組みが、通常の科学論文や報

告書ではありえない構造になっていると批判している。具体的には、科学者の

間で、通常おこなわれる科学的な議論、論争のあり方として、査読誌である

“Epidemiology"誌 において、「通常の論文審査プロセスに加えて、電子出版の

後に読者からの意見を集め、それに対して著者らが回答するという公開された

議論の機会が設けられている」ことを紹介している。

査読を経て出版された論文に反論があるときは、レター (Letter to the

Editor)と 言われる短報の形にまとめて編集者宛に投稿し、これも査読を経て

採択されたときは同様に出版される (雑誌によって、“Correspondence"や 単に

“Comment"と 表記されることもある)。 これに対して、著者らが回答を編集者

に送ることができ、これも査読を経て出版される。論文にレターが提出されて

いることや著者 らの回答等がなされていることは、その論文が掲載されたホー

ムページにリンクが張られることで容易に把握できるようになっており、誰も

が、議論の状況を知ることができ、レターを出すことも可能である。

また、新たな学術的価値があれば、関連する内容を含む新たな論文が、別の

査読誌に掲載されることもあるが、その場合にも引用元が示されることによっ

て、関連性のある議論はオープンになされている。

レターを受け付けず、公開された議論をしようとしないUNSCEAR報 告

書は、科学者の間における科学的な議論のあり方とは極めて異質なものと言え

るのであり、UNSCEAR報 告書にとりまとめられた科学的知見を判断の基

礎とすることは科学的妥当性を欠く。

そして、この観点から見た場合、現在、En苗 ronmental Health誌上で福島県

県民健康調査において小児甲状腺がんが多数検出されていることの評価につい

て、科学者間で行われている科学的議論、論争の実際を知ることには大変重要

な意味を持つ。
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第 3 疫学の誤用 。悪用への警鐘がなされていること

1 疫学や科学の誤用・悪用についての警鐘

今日の社会では、環境保全や公衆衛生、医療等の問題に関する科学的議論に

おいて、疫学研究の成果が科学的エビデンスとして重要視されるようになり、

データサイエンスが社会のあらゆる領域において大きな役割を果たすようにな

っている。

しかし、一方では、環境疫学の領域等において、疫学研究が意図的に、ある

いは誤りによって、あるいは偏見によって、誤用されることが問題視されるよ

うにもなっている。

政策における疫学のための国際ネットワーク (INEP;International

Network for Epidemiology in Policy)は 、 2020年 に公表した、その立場

表明 (position statement)に おいて、特に利益相反 (CO I i Conflict of

lnterest)に焦点を当てながら、疫学や科学の悪用について警鐘を鳴らしてい

る。

利益相反 (COI)と は、具体的には、外部との経済的な利益関係等によっ

て、研究で必要とされる公正かつ適正な判断が損なわれる、又は損なわれるの

ではないかと第二者から懸念が表明されかねない事態をいう。

公正かつ適正な判断が妨げられた状態としては、データの改ざん、特定企業

の優遇研究を中止すべきであるのに継続する等の状態が考えられる。この利益

相反を考えるに当たって大事なことは、利益相反には、実際に弊害が生じてい

なくとも、弊害が生じているかのごとく見られる状況が含まれることである。

本来、COIに ついては、潜在的な可能性を適切に管理し、説明責任を果たす

必要があるとされる。

INEPは 、科学的手法や証拠に関する歪曲や偽情報は、 1900年 代初期

には鉛産業によって、 1950年 代以降はタバコ産業によって、意図的に行わ
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れたという歴史的事実を十分に踏まえた上で、現在や、将来においても、CO

Iの状況にある科学者は、公平な分析を行うのではなく、誤った情報を作成・

流布したり、データを隠蔽したりする可能性があることに十分に留意をし、こ

れを防がなければならないとの問題意識に立っている。

2 誤用された疫学的手法を検出するためのツールキット

この歪曲されたり誤用されたりした疫学的科学を認識するために、 INEP

が言及した疫学的知見を操作するために使用される技術について、さらにこれ

を拡張し、明瞭にしたのが、 INEPの 立場表明 (position statement)にお

いて筆頭著者 (Lead Author)で あつた COlin Lo Soskolneアルバータ大学名誉

教授 (以下、書証からの引用箇所を除いて 「コリン」と表記する)ら による、

「誤用された疫学的手法を検出するためのツールキット」と題する論文であ

る。

コリンらは、疫学的手法の不適切な適用 (あるいは誤用)に直接関連する別

紙記載の 33項 目を、誤用を検出するためのツールキットとして以下の 3つの

カテゴリーに分類整理して紹介した。

A)不確実性を煽 り、因果関係に疑念を抱かせるために用いられる疫学特有の

方法・手法 (18項 目)

B)行動を遅らせ、現状を維持し、科学者間の分裂を生み出すために用いられ

る議論 (8項目)、

C)影響力を通じて政策の優先順位を誤 らせるために行われる戦術 (7項目)

である。この論文は En苗 ronmental Health誌に掲載された。

第 4 津田敏秀教授らによるツールキット論文 (2022年 ・甲全 245)に つい

て

1 議論状況の見取 り図

岡山大学の津田敏秀教授らは、このコリンらの提唱した
「誤用された疫学的
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手法を検出するためのツールキット」を利用して、 SHAMISENコ ンソー

シアムによる総説論文と乙42の提言の元となった IARC技 術報告書 No。 46

において、超音波エコーによる甲状腺スクリーニングによる小児甲状腺がん発

見に関する科学的に誤った主張がなされていることを検出し、ツールキットに

関する改善提案を加えた論文「疫学的手法の誤用検出ツールキットによって福

島原発事故後に現れた科学と保健政策の土台を脅かす侵食活動を実証する」を

投稿し、これが 2022年 8月 に En苗 ronmental HeaHh誌 に掲載された (甲全

245、 以下 「津田らによるツールキット論文」と言う)。

Environmental Hcalth誌 上における福島県県民健康調査における甲状腺がん

多検出の原因についての議論は、主に、このSHAMISENコ ンソーシアム

による総説論文と、 IARC技 術報告書 No。 46の内容の是非を巡って展開され

ている。

具体的には、以下の図のとおりであり、

ノ ＼

/ ＼

この津田らによるツールキット論文 (甲全 245)に 対して、 IARC技 術報

告書 NO.46の 筆頭著者であり、この国際専門家グループの座長である Joachim

Schuz(以下、引用箇所を除いて 「シュッツ」と表記する)ら と、SHAMIS

ゝ

SHAMISEN総 説論文

2021年 1月

コリンによるSttAM I SEN総
説論文への撒回要求
2023年 11月

クレロらによる反論コメント

2023年 2月

津1田 らによるツールキット論文
2022年 8月

:ARC技 術報告書No.46
2018年 9月

シュッツらによる反論コメント
2023年 1月

津田らによる lARC技 術報告書
No.46への撤回要求
2023年9月
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ENコ ンソーシアムによる総説論文の筆頭著者である Enora C10ro(以下、引用

箇所を除いて 「クレロ」と表記する)らが、それぞれ同誌に反論コメントを提

出した。

シュッツらにより2023年 1月 に公表された反論コメント「津田敏秀、宮

野由美子、山本英治への反論」 (甲全 246)と 、クレロらにより2023年 2

月に公表された反論コメント「津田らの『疫学的手法の誤用検出ツールキット

によって福島原発事故後に現れた科学と保健政策の土台を脅かす侵食活動を実

証する』への反論」 (甲全 247)で ある。

そして、このシュッツらによる反論コメントに対して、さらに津田らは 20

23年 9月 に公表された 「誤った情報は間違つた結論と政策をもたらすのみで

ある :Schuzら の反論へのコメント」 (甲全 248)と 題する再反論をしてい

る。このコメントの結論として、津田らは、「IARC技 術報告書 No,46で提供

された情報は、過去および現在の原発事故、特に日本における原発事故に関し

て、公衆および政策決定者を混乱させる結果をもたらすように選定された科学

的証拠に基づいている。撤回すべきである。Jと して、報告書の撤回を求める強

いメッセージを出している。

また、クレロらによる反論コメントに対しては、誤用された疫学的手法を検

出するためのツールキットを提唱したコリンが、 2023年 11月 に公表され

た 「小児放射線誘発甲状腺がんに関する証拠を隠そうとする未だ潜む著者を暴

露する :Schuzら に対する Tsudaら の応答 (2023年 )への追加のコメント」

(甲全 249)と 題するコメントを出している。この中で、コリンは、津田ら

の指摘についての強い賛同を表明した上で、「Schuzら がその研究を撤回す
べき

であるのと同様に、C10roの論員も撤回すべきである。」として、SHAMIS

EN総説論文の撤回を要求する強いメッセージを出している。

En前 ronmental Health誌 上における超音波エコーによる甲状腺スクリーニン

グによる小児甲状腺がん発見に関する誌上の論争は、現在、この津田らとコリ
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ンによるそれぞれの撤回要求がなされた状態で、更なる再々反論等がなされて

いない状況にある。

2 SHAMISENに ついて

SHAMISENコ ンソーシアム (原子力緊急事態医療保健サーベイランス

の改善、Nuclear Emergency Situations lmprowement of Medical and HeaHh

Survei H anceの 頭文字を後ろから前にならべている)は、将来の放射線災害に

おける被ばく集団での健康サーベイランスやコミュニケーションについての勧

告を策定するため、欧州原子力共同体から資金提供を受けるOPERRAと い

うプロジェク トの傘下で 2015年 12月 に発動され、 2017年 7月 に勧告

を公表した組織である (甲全 167)。

2017年 7月 に公表された、このSHAMISENプ ロジェクトによる勧

告には、「福島では、高性能な超音波診断装置を用いた集団検査によって、非常

に多数の甲状腺結節やのう胞、そして、いかなる臨床症状も健康への影響もな

いかも知れない潜在的ながんが多数発見されている (過剰診断)。 甲状腺がんの

多数は予後が良好で、かつ進行が遅いことから、スクリーニングは患者に利益

をもたらすことがほとんどなく、人々に相当程度の懸念や不安と同時に不必要

な治療による悪影響 (大半が手術や生涯にわたる薬物療法)を もたらす」と記

載されている (甲全 168・ 34頁 )。

後述する「原子力事故後の甲状腺健康モニタリングに関する IARC専 門家

グループ」が開催 した 2017年 のリヨンでの会合の際には、このSHAMI

SENプ ロジェク トによる勧告内容が報告された。

その後、この SHAMISENヨ ンソーシアムによる勧告の内容に沿う総説

論文が、クレロ氏を筆頭著者として 2021年 に公表されているが、この総説

論文では IARC技 術報告書 NO,46の 内容が何度も引用されている。論文の著

者らと IARC専 門家グループとは、メンバーの一部が重なり合っているな

ど、両者は密接に関連している。
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3 1ARC技 術報告書 NO,46について

IARC(International Agency for Research on Cancer、 国際がん研究機

関)は、WHO(世 界保健機関)のがんに特化 した専門的な機関である。

この、 IARCが 招集したとされる「原子力事故後の甲状腺健康モニタリング

に関する IARC専 門家グループJ(座長 :ヨ アヒム 。シュッツ氏)は、 201

8年に、 IARC技 術報告書 NO,46とする勧告を公表し、これに基づく提言をし

ている (乙全 42)。

IARC技 術報告書 NO.46に 基づく提言は、「第一に、原子力事故後に甲状腺

集団スクリーニングを実施することは推奨しない」、「第二に、原子力事故後、よ

リリスクの高い個人 (すなわち、胎児期または小児期または思春期に 100～ 5

00mGy以 上の甲状腺線量を被ばくした者)に対して長期の甲状腺モニタリン

グプログラムの提供を検討する」ことを提言するものであった。その理由とし

て、「甲状腺がんでは、無症状の人々が多く存在するため、甲状腺集団スクリー

ニングは、将来発生するであろうがんだけでなく、スクリーニングがなければ診

断されなかったであろうがんや、患者の生存期間中に発症したり死亡の原因とな

ったりしないであろうがんまでも検出する。」、「この現象ゆえに、時に合併症や

マイナスの心理社会的影響などの潜在的リスクを伴う医療介入につながる過剰診

断の懸念が生じている」と記載されていた (乙全 42)。

同報告書に基づく提言については、既に本訴訟においても、被告が、被告準備

書面 (1)・ 74頁以下において引用したのに対 し、原告らは、原告ら第 10準

備書面の 7頁以下で、この提言がなされるに至った背景や経緯、資金拠出者との

利害関係等を指摘し、「国際がん研究機関 (IARC)国 際専門家グループの中

立性に強く疑念が抱かれる」ことを指摘した。

具体的には、同報告書および提言は、その謝辞からも明らかなとおり、作成に

必要な経済的な費用を日本の環境省が負担しており、かつ、その助成金管理は原

子力安全研究協会が行っていた。環境省は、 IARCに 対して、 36万 2400
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ユーロを拠出するのみならず、海外からの専門家の招聘も含め、福島県での現地

視察にかかる費用もすべて負担している。謝辞に記載のある原子力安全研究協会

は、 IARC提 言作成作業において、助成金の管理を担当したとされている。

4 津田らによるツールキット論文の内容

(1)津田らによるツールキット論文の概要

岡山大学の津田敏秀教授 らは、 「誤用された疫学的手法を検出するための

ツールキット」 を利用 して、 SHAMISENコ ンソーシアムによる総説論

文と IARC技 術報告書NO.46に おいて、超音波エコーによる甲状腺スクリ

ーニングによる小児甲状腺がん発見に関する科学的に誤った主張がなされて

いることを検出 し、ツールキットに関する改善提案を加えた津田らによるツ

ールキット論文を 2022年 8月 にEn苗 ronmental Health誌 に発表 した (甲

全 245)。

津田らは、 SHAMISEN総 説論文は、重要な情報を欠いた分析 となっ

ていることを指摘 し、同論文が伝えていない重要な情報を具体的に指摘し

た。また、同様に IARC技 術報告書NO,46に も重要な情報が欠けていたこ

とを指摘 している。

さらに、津田らは、福島とチェルノブイ リの違いや、福島県県民健康調査

の 2次検査の実際、福島の病理所見、 日本における甲状腺がんに関する積趣

的経過観察の取組等 を紹介 している。

そうして、津田らは、 SHAMISEN総 説論文には、ツールキットの 3

3項 目のうち 20項 目において疫学が誤用されていると結論づけた。

また、同様に、 IARC技 術報告書NO.46に は、ツールキットの 33項 目

のうち 12項 目において疫学が誤用されていると結論づけた。

(2)SHAMISEN総 説論文や IARC技 術報告書NO,46に 欠けていた重要

な情報

SHAMISENコ ンソーシアムによる総説論文は、福島原発事故後、小
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児甲状腺がんの超音波甲状腺スクリーニングにおいて過剰診断が生じたこと

により、甲状腺がんの発見件数が大きく増えたと強く主張していた。

しかし、津田らは、津田らによるツールキ ット論文において、この SHA

MISEN総 説論文には、重要な情報が欠けていることを指摘している。

ア 被ぼく地域でのスクリーニング結果に関する諸研究を無視 していること

まず、SHAMISEN総 説論文は、放射線被ばくをしていない集団から

は、超音波エコーによる甲状腺スクリーニングをしても小児甲状腺がんはほ

とんど検出されなかったという科学的証拠である柴田論文 (甲全 152、  1

71)、 ベラルーシ・スクリーニングプログラム (甲全209)や ITOら

の研究 (甲全 210)な どの重要な研究論文を無視していた。津田らは、こ

の点に関し、チェルノブイリでは、被ばくしていない子どもでは、超音波エ

コーによる甲状腺検査で小児甲状腺がんはほとんど検出されないという証拠

があり、長瀧重信氏も、これによって「甲状腺がんの増加が原発事故に伴う

被ばくによることをConfirmできた」と発言していたことを紹介している。

イ 子どもと大人を比較することの誤り

また、子どもに対するスクリーニングと大人に対するスクリーニングとを

誤って比較していたことも問題であるとする。同論文において、過剰診断の

証拠として提示されたデータは、すべてが中高年の甲状腺がんの超音波スク

リーニングに関するものであった。

この点を津田らは、「20歳未満の個人における甲状腺がんの年間発生率

は、 100万 人あたり約 2例である。しかし、日本における40歳以上の甲

状腺がんの年間発生率は、 1万人当たり2例以上である」として、成人の甲

状腺がんと小児甲状腺がんとの特徴の違いを例示している。本件訴訟におい

て既に原告らが主張しているとおり、現在の我が国において、成人の甲状腺

がんと小児甲状腺がんとでは、治療方針が異なる (甲全208)ほ どの違い

があるから、この違いを踏まえずに、子どものスクリーニングと大人のスク
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リーニングとを同列 に比較することが適切さを欠くことは明らかと言える。

ウ 2巡 目でも多発 していること

さらに、津田らは、福島の 1巡 ロスクリーニングで検出された 115例 の

甲状腺がんが過剰診断によるものであれば、過剰診断例のほとんどは 1巡 目

のスクリーニングで検出されているので、 2巡 目のスクリーニングでは甲状

腺がんはほとんど発見されないと予想されるが、実際には、 2巡 目では受診

者数が 30万 0473人 から24万 6687人 へと約 2割減る中で、やは

り、 71例 もの甲状腺がんが発見され、甲状腺がん症例数の過剰の程度は 1

巡 目と同様であった ことを指摘している。

仮に、スクリーニ ングを実施することによって、未だ症状のあらわれてい

ないがんを前倒 しで発見 したり、将来に渡って発症しなかったはずのがんを

発見 したりするという現象が生じる影響があつたとすれば、その影響は、 1

巡 目のスクリーニングによって生じることにより、 2巡 日以降のスクリーニ

ングにはもはや影響 を与えないと考えられる。これは、いわゆる刈 り取り

(ハーベス ト)効果 と呼ばれるものであるが、津田らは 2巡 目のスクリーニ

ングでも 1巡 目と同様に小児甲状腺がんが多数検出されているという重要な

事実を指摘しているのである。すなわち、福島では 2巡 日以降にも刈 り取 り

(ハーベス ト)効果は生じておらず、それ 自体が、過剰診断もスクリーニン

グ効果もほとんど無 く、通常の甲状腺がん発生率を数十倍上回る多発が福島

県の小児と青年に生 じていることを示す事実に他ならない。

工 県民健康調査における 2次検査以降の実際

津田らは、また、 これ らの報告書では、県民健康調査の超音波エコーを用

いた 1次検査では、直径 5 mmよ り大きな結節のみが検査されていること、さ

らには、慎重な 2次検査を経て診断されているという、原発事故後の福島県

県民健康調査におけるスクリーニング検査の実態という重要な事実が抜け落

ちてしまっていることも指摘した。そ して、甲状腺がんの成長速度は、 SH
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AMISEN総 説論文で強調されているように遅いものではなく、 2巡 目の

スクリーニングで検出されたがんが 2年間で直径が 5 mmよ り大きくなったこ

とが証拠として示されていることも指摘 している。

オ 病理所見

加えて、津田らは、福島で得 られている病理所見が、
「超音波エコーで

検出された甲状腺がんは、過剰診断による偽がんではなく、真の甲状腺がん

であることを示 した」 とし、この評価は、福島で超音波によって検出された

甲状腺がんの多 くが、転移と浸潤というがんの特徴を示していたという証拠

に基づくと述べている。

具体的データとして、 「スクリーニングで見つかつた小児甲状腺がん 11

5例 のうち、病理所見では、甲状腺外浸潤が 42.1%、 リンパ管・血管浸

潤が 73.0%、 リンパ節転移が 80.0%、 遠隔転移が 2.6%で あつた。

これ らは、事故後 4年未満で診断されたか、 4年以上経過して診断されたか

によって顕著な差はなかった。」ことを示 し、 「甲状腺外浸潤や リンパ管浸

潤、リンパ節転移、遠隔転移が、高い割合で『過剰診断』症例の中に見つか

るのは柩めて疑わ しいことである」とする。

力 利益相反の指摘

津田らは、その他にも、 COIに 関わる問題 として、 IARC技 術報告

書No.46が、 2017年 に、原子力発電所を持つ 日本の電力会社や関連産業

からの資金で作 られた 日本の原子力安全研究協会の資金管理の下に資金援助

が日本の環境省からこの IARC技 術報告書を作成 した専門家グループに対

して 3500万 円 (約 35万米 ドルまたは 28万ユーロ)の資金提供がなさ

れ、フランスのリヨンに研究者を招き、過剰診断の問題を議論し、エビデン

スも示さない報告書を作成したものであることなど、同論文において多数の

指摘をしている。
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第 5 その後の En前 ronmental HcaHh誌 上の議論状況について

1 津田ツールキット論文に対するSHAMISEN反 論コメント

上述した津田らによるツールキット論文 (甲全 245)で の批判に対し、 S

HAMISEN総 説論文の筆頭著者であるクレロらは、En苗 ronmental Health

誌に「津田らの『疫学的手法の誤用検出ツールキットによって福島原発事故後

に現れた科学と保健政策の土台を脅かす侵食活動を実証する』への反論」 (甲全

247)と 題する反論コメントを提出した (2023年 2月 公表 )。

クレロは、この反論コメントにおいて、津田らが、SHAMISENコ ンソ

ーシアムが柴田論文 (甲全 152)等 の非曝露群ではスクリーニングによって

も小児甲状腺がんが多検出されていないことを示す特定の論文を意図的に引用

せず、疫学を誤用したと述べていることに対し、
「SHAMISEN論 文は、チ

ェルノブイリと福島の事故について発表された全論文の系統的レビューを目的

としたものではなく、甲状腺がん検診から得られた教訓を提示することを目的

としたものであった。そのため、著者らは最も関連性の高い論文のみを引用し

た。」と反論している。

また、津田らが、 SHAMISENコ ンソーシアムが、スクリーニング後の

甲状腺癌の過剰診断を示す根拠として引用している事例が、
「被曝していない成

人に関するものであり、小児に関するものではないことを指摘していない」と

主張していることに対 し、「しかし、過剰診断は小児でも成人でも同様であるこ

とを示す証拠がある。Vaccarellaらは、世界のいくつかの国で『小児と青年の

甲状腺がん罹患のパターンは成人に見られるパターンと同じであり、過剰診断

が大きな役割を果たしていることを示唆している』と結論づけている」と反論

している。

さらに、クレロらは、津田らの Epidemiology誌 に掲載された 2015年 の研

究 (甲全 125)に ついて、その研究デザインは生態学的研究 (地域相関研究

とも言う i ecological studylで あり、生態学的誤謬に陥りやすいとする。
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そして、利益相反の不開示についても反論し、「結論として、我々は津田らが

述べたいくつかの議論や批判に同意できない。我々は、欧州プロジェクトSH

AMISENか ら得られた結論と勧告を強く支持する。」と結んでいる。

2 コリンによるSHAMISEN総 説論文の撤回要求

(1)コ リンによるコヌント

INEP(政 策における疫学のための国際ネットワーク)の pOsition

statementの 筆頭著者であり、「誤用された疫学的手法を検出するためのツール

キット」を提唱したコリンは、上記 1の クレロらによる反論コメントに対し

て、 2023年 11月 に公表された「小児放射線誘発甲状腺がんに関する証拠

を隠そうとする未だ潜む著者を暴露する :Schuzら に対する Tsudaら の応答

(2023年)への追加のコメント」 (甲全 249)と 題するコメントを出してい

る。

このコメントは、「Schuzら がその研究を撤回すべきであるのと同様に、C10ro

の論文も撤回すべきである。」として、 SHAMISEN総 説論文の撤回を要求

する相当強いメッセージである。

コリンは、まず、このコメントにおいて津田らの論文 (甲全 245)を 、「疫

学を不適切に用いる著者の執拗さを指摘し、 (不適切さを)暴露する必要性は以

前にも指摘した。津田らは、En苗 lonmental Heath誌 に最近掲載された、Schuz

らの議論や主張を暴露することに成功した。」として、高く評価している。

そして、これに対するクレロらの反論コメントについて、
「C10roら はそれ

に対する反論の中で、チェルノブイリと福島の原発事故の後遺症に関して津田

らが総説で指摘した重要な点には一切触れず、はく
｀
らかした。」とし、「彼らの

レビューは、偏つた文献の引用や、超音波エコーを用いた甲状腺スクリーニン

グにおける過剰診断を強調することによって、福島の経験的知見とチェルノブ

イリの経験を誤って伝えており、具体的な検証・妥当性は示されていない」と

した。以下、その具体的指摘を紹介する。
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(2)柴田論文 (甲全 152、 171)等 を引用していないことについて

上述したようにクレロらは、津田らによる柴田論文 (甲全 152)等 の重要

な論文がレビュー対象となっていないとの指摘に対して、SHAMISENプ

ロジェクトの目的は科学的証拠に基づいた勧告を行うことであり、SHAMI

SEN総 説論文はチェルノブイリと福島の事故について発表されたすべての論

文の系統的レビューではなかったと反論した。

これに対し、コリンは、「津田らは、C10roら のレビューは、彼らの立場を支

持する研究を選択する点で偏つていると指摘 していた。いくつかの有名な論文

は、津田らの前回のレビュー論文で紹介されていたにもかかわらず、引用され

ていなかった。」と指摘 し、これは、「C10roら の勧告が客観的な科学的証拠に基

づくものではなく、偏つた研究に基づくものであること」を示すものに他なら

ないとした。

(3)小児甲状腺がんの過剰診断に科学的根拠がないことについて

また、コリンは、 SHAMISENコ ンソーシアムの報告書では、「子どもは

大人の鏡であるため、非曝露成人で観察された過剰診断が子どもにも適用でき

ると主張している」が、「この報告書の著者は、過剰診断の根拠となる福島での

二次検査に関する記述を伏せている」とも指摘している。

具体的に、福島では、「超音波エコーの使用により、 5.l mm以 上の結節を

持つ人に限定された。」ため、福島における過剰診断の定義は結節の大きさとは

無関係であること、「この結節は、スクリーニングの第 1ラ ウンド (20H～ 2014

年)において、300,472人の受診者のうち 2,293人 (すなわち131人に 1

人)の検査陽性者に認められ、これらの人はその後、数ヶ月以上に及ぶ積紅的

サーベイランスを含む二次検査を受けた。二次検査では、 5。 l mm以上の結節

を有する人の数は3.9人に 1人に減少した ,これらの人は、必要に応じて穿刺

吸引細胞診 (FNAC)を受けた。異常所見のあった受診者のうち、FNACを受けた

割合は4.3%(20H～ 2020年の計 4回のスクリーニングで、2022年 6月 30日 ま
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でに 257人/6,009人 )であった」という福島県県民健康調査のプロトコルに基

づく2次検査の実態を紹介し、「したがって、超音波エコーによる甲状腺がんの

過剰診断はさらに起こりにくかった。C10roら は批評の中でこの過程を全く評

価 していない。この事実を隠すことは、読者に過剰診断という誤った印象を与

えることになる。」と強く警告している。

また、コリンは、「C10roら は、過剰診断が小児と成人で類似していることを

示唆する証拠があると強調している。しかし、Vaccare H aら が述べているよう

に、成人と類似しているのは、成人と小児/青年における甲状腺がんの発生率と

疫学的パターンだけであり、過剰診断そのものではない。」、
「一般的に小児にお

ける甲状腺がんの過剰診断を示す証拠はない。過剰診断に関する彼らの主張は

関連する証拠に裏付けられていない。」としている。

これは、SHAMISEN総 説論文が、小児甲状腺がんにおける過剰診断の

根拠としている「子どもは大人の鏡である」との主張が、科学的な本艮拠に支え

られていないものであり、小児甲状腺がんにおける過剰診断には科学的根拠が

ないことを示すものであって、紅めて重要な指摘である。

(4)ク レロらの利益相反について

さらに、コリンは、「C10roら は、利益相反の開示に関する説明を行ったが、

これは透明性に関する専門家の規範に反するものであり、容認できない。」とも

指摘している。

(5)研究デザイン、因果推論、疫学者の役割について

コリンは、「CIOroら は、津田らの論文に対する Jorgensenの書簡を用いて、津

田らの研究デザインは生態学的研究であり、そのため
″
生態学的誤謬

″
の影響を

受けやすいと主張した。」ことを指摘した上で、実際には、県民健康調査は、福

島県立医科大学がコホー ト研究として計画したものであり、生態学的研究には分

類されないものであることを指摘している。

そして、「C10roら は、結果や結論が研究デザインによって具体的にどのような

21



影響を受けたかについてはコメントしておらず、また、過剰診断に関する総説で

引用された論文の多くが、実際には生態学的研究デザインを用いていたことにつ

いても言及していないJとする。

その上で、コリンは、大気汚染問題に関して、歴史的な役割を果たした著名な

疫学研究であるHarward大学の Dockeryら による米国 6都市の研究 (同研究は

観察研究であり、津田らのEpidemiology誌に掲載された2015年の研究 (甲

全 125)と類似した手法が用いられている)を例示し、「Dockeryら による米

国 6都市の疫学研究が、コホート研究ではなく半生態学的研究デザインであると

見なされた場合、米国環境保護庁はその6都市研究の結果に基づいて米国の大気

汚染基準を変更すべきではなかったと主張できるだろうか」として、クレロらの

指摘を批判した上、「疫学者の役割は、データを収集・分析し、採用した研究デ

ザインを考慮した分析結果に基づいて結論を導き出し、エビデンスの集合体に基

づいて妥当な因果推論を行うことである」として、クレロの主張を非難してい

る。

コリンは、津田らの研究について
″
生態学的誤謬

″
の影響を問題視する必要は

無いことを述べた上で、そのような研究手法の分類について論じるのではなく、

得られたデータからどんな因果推論ができるのかを考えることこそが、疫学者の

使命であると論じたのである。

(6)コ リンによる撤回要求

コリンは、このコメントの結論を、以下の強い表現で結んでいる。

「Cloroら は、福島の多数の甲状腺がん過剰は過剰診断が原因であると、根拠

なく主張した。彼らの主張の中心は過剰診断であるが、20H年 3月 に発生した

福島第一原子力発電所の過酷事故が甲状腺がん過剰の原因であることを、既存

の証拠に基づいて反証することはできなかった。その結果、福島県における公

衆衛生対策の実施を妨げ、患者、特に潜在的な甲状腺がん患者の健康転帰を悪

化させている。過剰診断とスクリーニングの効果に関する、すでに反証されて
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いる主張について十分な議論と証拠がないまま、上記の著者とSHAMISE

Nコ ンソーシアムは、苦痛と混乱を引き起こし、日本における科学的に正当な

介入を遅らせている。これらの著者は、過剰診断は小児では起こっていないこ

とを理解すべきである。

さらに、最も重要なことであるが、これらの著者は現代の疫学とエビデンス

に基づいた公衆衛生における倫理的行為についてもっとよく知るべきだと私は

考える。甲状腺が放射性同位元素、例えばヨウ素 131に 対して絶妙な感度を

持つことを考えると、甲状腺がんの過剰が過剰診断によって主に説明できると

主張することは、公衆衛生の専門家らしからぬ明らかなバイアスを示してい

る。

最後に、SHAMISENコ ンソーシアムのメンバーは、「三味線を弾く」と

いう日本語のスラングを深く理解しているように私には見える。繰り返すが、

このような行為は公衆衛生の専門家としてあるまじき行為である。C10roら の

論文は撤回されるべきである。」

3 津田ツールキット論文に対する IARC反 論コメントについて

津田らによるツールキット論文 (甲全 245)に おける批判に対しては、 IA

RC技術報告書 NO。 46の筆頭著者であり、この国際専門家グループの座長である

シュッツらも、En苗 ronmental Health誌に反論コメント
「津田敏秀、宮野由美

子、山本英ニヘの反論」 (甲全 246)を 公表した (2023年 1月 公表 )。

シュッツらは、「ツールキットの目的は、『有力な利害関係者、特に金銭的利害

関係者._公衆衛生科学とは利害が一致しない人々』によって誤用された疫学デ

ータを特定することである。Jのに対し、「IARC/WHOの 仕事は、その仕事

を発表した人々に金銭的利益をもたらすものではなく、これらの組織の使命は明

確に公衆衛生に向けられている。」と反論した。

また、科学者グループの成り立ちについて、「IARC技 術刊行物第 46号

『原子力事故後の甲状腺の健康モニタリング』は、 IARCが 調整した前向きな
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報告書であり、幅広い分野を代表する国際的な科学者の大規模なグループの科学

的証拠と専門知識が用いられている」、「このグループは、原子力発電所事故が発

生した場合に、その事故に関連する甲状腺がん罹患率の増加の可能性に関して、

即時的かつ長期的な対応策を準備する方法を各国に助言するために結成された」

とする。

柴田論文 (甲全 152)等 の重要な論文がレビュー対象となっていないとの指

摘に対しては、「本報告書の提言は、システマティックレビューに基づくもので

はなく、プロジェクトの目的に関連するすべての査読付き出版物から抽出したも

のである。」と反論している。

そして、小児甲状腺がんにおいてスクリーニングにより過剰診断がおこること

については科学的根拠がないとの指摘に対しては、「IARCは 世界の甲状腺が

ん罹患率の評価に関する研究を主導しており、甲状腺治療の治療パターンが罹患

率の傾向に影響を与えているという説得力のある科学的証拠を、最初は成人につ

いて、次に小児と青年について提供している」とする。

ここで、「説得力のある科学的証拠」とされているのは、後述する Vaccarella

らによる 2つ の報告 (甲全 250、 251)で ある。

4 津田らによる再反論と撤回要求

(1)津田らによる再反論コメン ト

このシュッツらによる反論コメントに対しては、元の論文の執筆者である津

田ら自身が、En前 ronemntal Health誌 に「誤った情報は間違った結論と政策を

もたらすのみである i Schuzら の反論へのコメントJ(甲全 248)と 題する再

反論コメントを提出している (2023年 9月 公表 )。

津田らは、この再反論にあたり、シュッツらの反論ヨメントについて、「誤っ

た情報と偏った科学的根拠が彼らの主張の基礎となっていることを指摘した

我々の解説に対する彼らの反論には、新しい科学的根拠は示されていない。」こ

とを指摘している。
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そ して、シュッツらの論文が、過剰診断の根拠として引用している証拠がい

ずれも成人についての証拠であることや、福島県県民健康調査における二次検

査の中身を検証していないことなどを再度指摘した。

加えて、津田らは、新たに県民健康調査外で確認された 51症例の小児甲状

腺がんについて報告している。

このコメント作成迄の時点で、福島では、県民健康調査による定期的なスク

リーニングを受けていない甲状腺がん症例が合計 51例確認されていた。その

内訳は福島県から報告された 43例 と非政府組織から報告された 8例であり、

前者の43症例は、事故当時 18歳未満の福島県民であつた。これらの 51症

例は、福島県県民健康調査による定期的なスクリーニングプログラム以外のが

ん登録で発見されているから、スクリーニングによる過剰診断の影響を受けて

いない症例である。これらの症例だけでも、少なくとも期待値に比して数十倍

の甲状腺がんの症例が観察されていることとなる (SIR=21.3;95%CI 1 15,9-

28.1)。

(2)津田らによる撤回要求

津田らは、このコメントの結論を、以下の強い表現で結んでいる。

「 IARC技 術報告書 No.46は、 2つの勧告を提示した。報告書には「科学

的証拠を検討した結果」と記載されているが、いずれの勧告も小児と青年にお

ける直接的な証拠によって裏付けられていない。したがって、これらはエビデ

ンスに基づく勧告ではなかった。福島県民の甲状腺スクリーニングプログラム

において過剰診断が起こっている可能性があると根拠もなく述べ、甲状腺がん

が原子力発電所事故以外の原因によるものであると示すことで、報告書のこれ

ら 2つの勧告は、福島県民が重要な情報を受け取ることを妨げ、公衆衛生対策

の実施を妨げた。すでに反証されていた過剰診断やスクリーニングの効果に関

する十分な情報がないまま、 日本の政策立案者は IARC報 告書に依存し、そ

の結果、混乱と対策の遅れを招いた。
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IARC専 門家グループは、 日本政府と電力会社からの資金提供を受けて、

歪曲された情報に基づく「過剰診断」を強調する報告書を作成するために開催

された会議で、将来迅こりうる原発事故が発生した場合の、揮発性放射性ヨウ

素に被ばくした大規模集団に対する長期的戦 Pl各に関する勧告を作成した。この

勧告は、チェルノブイリや福島県など、過去の原発事故の影響を受けた人々に

対しては行われなかった。私たちは、 2018年 の IARC報 告書 No,46だけ

でなく、関連する発表論文 (※注 Vaccarella2016および 2021の こと)も撤回

することを勧告する。」

5 撤回要求に対する反論がない状態にあること

このように、津田らとコリンによるコメントは、 SHAMISENコ ンソー

シアムによる総説論文と IARC技 術報告書 NO,46に 対 して、撤回を要求する

強い結論を打ち出している。

そのため、通常であれば、クレロらやシュッツらから、看過できないはずの

撤回要求に対する更なる再反論がなされるべき状況と言える。

しかしながら、En苗 ronmental Health誌上における超音波エコーによる甲状

腺スクリーニングによる小児甲状腺がん発見に関する誌上の論争は、現在、 2

023年 9月 および 11月 に、津田らとコリンによるそれぞれの撤回要求がな

された状態で止まっており再クレロらやシュッツら、また、同じく論文の撤回

を要求された IARC技 術報告書 No.46を作成した専門家メンバーの一員でも

ある Vaccare H aか らも、更なる再々反論等は未だなされていない。

第 6 Vaccarellaら による 2つの論文について

1 小児/青年における甲状腺がん過剰診断の根拠とされる Vaccarella論文

上記第 5で紹介したように、シュッツらによる反論コメント (甲全 246)

でも、クレロらによる反論コメント (甲全 247)で も、いずれも、著者らが

小児/青年において甲状腺がんの過剰診断が生じることを示す証拠として引用
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したのは、Vaccarellaら による二つの論文 (2016年 :甲全 250、 202

1年 :甲全 251)だ けであつた。

しかし、コリンが、「Vaccarellaら が述べているように、成人と類似している

のは、成人と小児/青年における甲状腺がんの発生率と疫学的パターンだけで

あり、過剰診断そのものではない」とし「一般的に小児における甲状腺がんの

過剰診断を示す証拠はない」としているように、この Vaccarellaら による二つ

の報告は、小児における過剰診断に関する証拠とは言えないものである。

2 Vaccarella論文の問題点

(1)数十倍の甲状腺がんが検出された時期についての明確な誤り

IARC技 術報告書 No.46を作成した専門家メンバーの一員でもある

Vaccare H aは、その 2016年 の報告 (甲全 250の 1・ 3枚 目)の中で、「福

島では超音波エコー検査が始まって数か月 (a few months)内 で数十倍の甲状腺

がんが検出された」と報告 している。しかし、言うまでも祟く、数十倍の甲状

腺がんが検出されたのは、実際は約 3年後であるから、数か月 (a tew

months)で はなく、数年 (a Few years)で あるから、不正確である。これは、

単に不正確であるだけではなく、放射線被ばくによる甲状腺がんの多発とは考

えにくいという誤った印象を強めさせる効果をもたらす記述となっている。

(2)根拠を欠く理由付けで放射線被ばくによるものではないと評価する誤り

Vaccarellaら による 2021年 の論文 (甲全 251)で は、小児/青年の甲

状腺がんの発生率が急速 (steep)イこ、世界的 (global)に上昇したという知見

が示されているとされる。

そ して Vaccarellaら は、放射線の影響と考えられる腫瘍は、その集団では被

ばくか ら5～ 10年後に発生すると予想されることから、「福島原発事故後 5年

以内に小児に発生した甲状腺がんは、放射性ヨウ素被ばくによるものである可

能性は低いと考えられた」と解説している (甲全 251の 2・ 7頁 )。

しかし、チェルノブイリでも、原発事故後の 1年 あたりの甲状腺がん患者数
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(疫学曲線)を見ると、実際には、原発事故から 1年後の 1987年 から甲状

腺がんの過剰発生が始まっていたことが確認できる (甲全 245の 2・ 訳文 1

2頁の図 1参照 )。

その上で、超音波エコーを用いた検査が開始された時期が事故から4, 5年

後であつたために、チェルノブイリでは、事故後 4～ 5年後に小児甲状腺がん

が大きく発見され出されたように見えるのである (こ こで、大事なことは、繰

り返 し述べているように、被ばくをしていない集団に対しては、超音波エコー

を用いたスクリーニング検査を実施しても小児甲状腺がんが多検出されること

はない (甲全 152他 )。 ところが、被ばく者集団においては、小児甲状腺がん

が多発しているために、超音波エコーを用いたスクリーニング検査を開始する

ことで、無症状の段階のものを含めて小児甲状腺がんが多数発見されるという

関係があることである)。

これに対し、福島では、超音波エコーを用いた検査が開始された時期が、事

故のあった年内からであったから、チェルノブイリと比較し、小児甲状腺がん

がより早期に発見される例が多くなるという違いがあるに過ぎないのである。

なお、当初、超音波エコーによるスクリーニングが行われていなかったチェル

ノブイリに比べ、福島では、より小さい腫瘤 (5.Imm以上)の段階で発見されるた

めに、発見時期が早期に偏ることになる (3年程度)。 このような意味でのスクリ

ーニング効果が生じることは、原告らも否定していない。

チェルノブイリと福島での発生時期の違いは、このように整理できるのであ

り、したがつて、「福島原発事故後 5年以内に小児に発生した甲状腺がんは、放

射性ヨウ素被ばくによるものである可能性は低いと考えられた」などという

Vaccarellaら による推測は誤っている。

Vaccare H aら の 2016年 の論文 (甲全 250)で は、この誤った推測によ

り、福島の甲状腺がんが 「事故由来であるかのように過剰診断されている」こ

とが強調されてしまっているのである。
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(3)成人のデータしか示されていないこと

また、この論文中には、約 20年の間に一部の国で起こった甲状腺がんの増

加の様子が図で示されており (甲全250の 1・ 3枚 目)、 この図は IARC

技術報告書No.46に もそのまま引用されている。しかし、この図には、20歳

以上の年齢層しか記載されておらず、肝心の子供や青少年に関する情報は含ま

れていない。

この図のうちで、過剰診断が生じている印象をもたらすのは韓国のグラフで

あるが、原告ら第 10準備書面・ 5頁以下等で述べたとおり、韓国における甲

状腺がん検診は、成人を対象としたものであるだけでなく、かつ、直径 5 mm以

下の腫瘍を積絋的に診査して手術していた点で、 1次検査の後に慎重な 2次検

査を実施し、過剰検出を避けるプロトコルが採用されている県民健康調査での

検出例とは前提が大きく異なる。

むしろ、この図からは、日本では、 1988年 から年代によって大幅に増加

する傾向は示されておらず、逆U字型にもなっていないなど、もともと諸外国

に比べて過剰診断が生じないように配慮されたプロトコルに基づいて慎重な検

査態勢がとられてきていたことが読みとれる。

(4)福島県県民健康調査のデータとは進展状況が大きく異なること

Vaccarellaら の2016年 の論文 (甲全250)では、「平均 75ヶ 月間追跡

された 1235人の乳頭状微小癌患者のうち、臨床的に病気が進行したのはわ

ずか少数派 (3.5%)」 であったと報告されている (甲全 250の 2・ 2

頁)。

もとより、これは、成人に関するデータと考えられるが、福島県県民健康調

査における具体的データとして、上述したように、「スクリーニングで見つかっ

た小児甲状腺がん115例のうち、病理所見では、甲状腺外浸潤が42.1%、

リンパ管 。血管浸潤が73.0%、 リンパ節転移が 80.0%、 遠隔転移が 2.

6%であった」とされていることと照らしても、福島で見られている、原告ら

29



と同様の実際の多数の手術症例等と、Vaccarellaら の論じている症例とが、全

く異なる様相にあることが明らかと言える。

(5)小児/青年における甲状腺がんに過剰診断が生じることの根拠は無いこと

上述のように、シュッツらによる反論コメント (甲全 246)お よびクレロ

らによる反論コメント (甲全247)は 、いずれも小児/青年において甲状腺

がんの過剰診断が生じることを示すことの根拠はVaccarellaら による論文であ

るとしている。

2016年 の論文 (甲全250)は 、上記 (3)で述べたように、成人にお

けるデータしか示していない。そこで、小児/青年において甲状腺がんの過剰

診断が生じることを示すことの根拠は、Vaccarellaら の2021年 の論文 (甲

全 251)で あることになる。

しかし、同論文においては、以下の図に示された国単位での地域相関研究に

よる観察において、成人における甲状腺がんの罹患率と、小児/青年における

小児甲状腺がんの罹患率には相関関係がありそうだということが述べられてい

るに過ぎない。
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万人あたりの年齢調整した甲状腺がん発生率とし、各国の統計データに基づく

分布をグラフ上に落とし込んでみたところ、双方の発生率にある程度の相関関

係がある (右肩上がりの回帰直線が引ける)と考えられることを示した図であ

る。

Vaccare H aら は、この相関関係がありそうだというところから、成人で見ら

れたように、小児/青年でも過剰診断がある可能性を示唆していると論じてい

る (甲全 251の 2・ 6頁 )。

しかし、成人における発生率と小児/青年における発生率との間に、ある程

度の相関関係があったとしても、それは小児に過剰診断が生じていることの根

拠となるものではない。コリンが指摘しているとおり、類似しているのは、成

人と小児/青年における甲状腺がんの発生率と国毎の高低だけであり、「過剰診

断そのものではない」 (甲全 249)。

仮に、成人の発生率に、過剰診断の影響が含まれていると仮定したとして

も、あくまでも相関しているのは、国毎の発生率の高低でしか無いのであり、

例えば、成人において、どの国も一様に過剰診断の影響で成人の甲状腺がんの

検出数が過剰診断が無かった場合の 2倍になっていたとしても、過剰診断を除

いた発生率の国毎の高低が、成人と小児/青年で相関していれば、小児/青年

に過剰診断がなくても同様の相関関係は観察されるはずである。

Vaccarellaら が見出したとする相関関係は、著者ら自身が一つの可能性を示

唆すると述べるにとどめていることからも明らかであるように、論理的にみ

て、過剰診断を示す根拠となるものではないことが明らかである。

ところで、この上図に示した Vaccarellaら による研究の手法は、国を単位と

して、集団レベルでの分析をしたものであり、あまりにも典型的な生態学的研

究 (ecological study:地 域相関研究とも言う)そのものである。

クレロらやシュッツらは、津田らの研究デザインは生態学的研究であり、そ

のため
″
生態学的誤謬

″
の影響を受けやすい等として津田らの研究を非難して
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いた。この点についてのコリンによる批判は上述 (本書面 21頁 )したとおり

である。

しかし、そのクレロやシュッツらが、小児/若年の甲状腺がんには過剰診断

が生じていると主張する科学的根拠を突き詰めた結果が、この典型的な生態学

的研究 (地域相関研究)か ら示唆される可能性だというのである。

過剰診断論には、やはり何らの根拠も無いと言わざるを得ない。

第 7 まとめ

以上に述べたとおり、福島県県民健康調査における小児甲状腺がんの多検出

の原因について、国際的な査読誌である En五 lonmental Health誌上の科学的な

議論では、その根拠として環境省等によってしばしば引用されている (例え

ば、乙全 16・ 133頁 )IARC技 術報告書 NO,46や SHAMISENコ ン

ソーシアムによる総説論文に対して、その撤回を要求する厳しい指摘がなされ

てお り、それにもかかわらず、著者らによる再反論がなされていない状況にあ

る。それらの報告で、小児/青年の甲状腺がんに過剰診断が生じる根拠とされ

ている Vaccarellaら の論文では、全く論理必然的ではない一つの可能性が述べ

られているに過ぎない。

県民健康調査によって小児甲状腺がんが多数検出されているという争いよう

のない事実を踏まえ、「本件事故によって放出された放射性ヨウ素の曝露が原因

となった多発である」との原告らの主張に対する反対仮説として、被告が主張

する 「スクリーニング効果や過剰診断による被ばくとは関係のない治療無用の

潜在がんの多検出」との論は、疫学的手法を誤用した報告書等によって述べら

れているに過ぎない仮説であり、科学的根拠を欠いている。

従って、県民健康調査による小児甲状腺がんの多検出の原因を説明できるも

のではなく、本件における事実的因果関係を否定する論拠とはならない。

以上
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(別紙 )

疫学的手法の不適切な応用のツールキット (33の項目)

――― パー ト A ―――

不確かさを煽 り、因果関係に疑いを持たせるために使われる疫学特有の方法・技術

(無効な科学を生み出す偏つた研究デザインや測定を通じて )

Al(統 計的仮説検定に依存し、統計結果の解釈を決定し、結論を導出するための厳

格な判断基準として、確率の 0,05レ ベルの「統計的有意性」を用いること)

A2 (統計的にパワー不足の研究の実施、タイプⅡエラーの無視 )

A3 (統計解析や結果を不適切に解釈すること (下記 B8恭照))

A4 (適切な追跡調査方法の不徹底 )

A5 (十分な追跡調査時間を確保しなかったこと)

A6(特 に労働衛生調査で見られる、総被ばく人年数が不適切に表現されていること)

A7 (ヨ ントロールが汚染している)

A8 (被ばく群における広範な被ばく特性の統計的に分析または考慮しないこと (ヨ

ホー ト研究))

A9 (不適切な対照群の選択 :対照群は、曝露群 (コ ホート研究)または症例 (症例

対照研究)が出現した集団を代表するものでなければならないという要件を遵守

していないこと)

A10 (記述的母集団比較における効果の希釈/洗い出し/平均化 )

AH (化 学物質の混合物の成分間の既知の相乗効果を無視すること)

A12 (リ スク評価において、複雑な混合物への曝露の影響を考慮しないこと)

A13 (不 適切または感度の低い実験方法、測定方法、または機器の使用 )

A14 (統計解析に使用される不適切な分析方法)

A15 (データの隠蔽 )

A16 (定性的な方法から得られる証拠の有効性を認識しないこと)

A17(誤 った、あるいは偏つたメタアナリシスを作成し、それを weight― of―evidence
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の要約結果を表すものとして報告すること)

A18 (生存率の高いがんのエンドポイントに罹患率ではなく死亡率のデータを使用

すること)

一―パー トB一 ―

行動を遅 らせ、現状を維持し、科学者間の分裂を生み出すために用いられる議論 [不

適切な基準と抑制方法を押し付けること]。

BI(因 果関係の提案に対する誤った 「基準」の適用を主張すること (例、因果関係

を推論するための因果関係分析における証拠の重さを解釈する際に、ブラッドフ

ォー ド・ ヒルの視点や側面など)誤った 「基準」の適用を主張すること)

B2(金銭的な利害の対立、アジェンダ ドリブンな資金提供者の金銭的ヨントロール、

政治的影響、または既得権益の目標がある場合、利害の対立を開示しないこと (下

記 C6か照))

B3 (有害事象を示唆するメカニズム的な情報を無視すること)

B4 (毒性学的研究によリヒトヘの健康被害の可能性が示唆された場合、その違いを

誇張したり、否定したりすること) '

B5(潜 在的な健康被害を予測する分子構造の関連性またはファミリーを無視するこ

と)

B6(子 どもや妊婦など、社会的に最も脆弱で、化学的に敏感で、遺伝的に影響を受

けやすい人々を特定し、健康への悪影響から保護することを犠牲にして、一般集

団への影響のみを調査・報告することに重点を置くこと)

B7(対 処すべき公衆衛生問題に対して異常に高い確実性を要求すること、リスクの

上昇を「証明」するためにはより多くのデータが必要であると主張すること、予

防原則を否定すること)

B8(被 ばくと疾病の間に観察されるオッズ比/相対リスクが 2以上でなければ、専

門家証言を裏付ける研究として認められないと要求すること (上記 A3参照))

34



―――アヽ――卜 C―――

影響力によって政策の優先順位を誤 らせるために行われる戦術 [特別利益団体の立

場から公表されていない価値観を押し付ける]。

Cl (「データなし」=「 リスクなし」と仮定すること)

C2 (政治的影響、金銭的利益、特別利益団体の影響により、重要な公衆衛生問題を

研究しなかった結果、抑圧バイアス (Repression Bias)と なること。何らかの理

由で承認が下りなかったために行われなかった研究があることを見逃してはなら

ない。その理由は、そのテーマが抑圧されていることもあるからである)

C3(健康リスクの一般化を怠り、他の場所でヒトヘの影響が実証されたにもかかわ

らず、リスクを曝露された人々の地域集団に限定していること)

C4 (暴露を低減/除去するための介入を正当化する証拠があるにもかかわらず、予

防原則の適用を怠り、あるいは否定すること)

C5(政策に関連する結論を導き出すための適切な証拠基準の選択に関する決定の根

底にある価値判断を明示する際に透明性を欠くこと (すなわち、支配的な利益や

価値を抑圧すること))

C6(編集委員会、科学審査委員会、あらゆる種類の意思決定機関に入り込むこと (上

記 B2が照))

C7 (影響力を通じて政策の優先順位を誤らせる)
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